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財政健全化法に係る健全化判断比率等（暫定値）について 
 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき算定した健全化判断比率等（暫定値）

をお知らせします。 

 

１ 財政健全化法の概要 

 
○ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成１９年６月制定）により、一般会計

等における「健全化判断比率」（①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比

率、④将来負担比率）及び公営企業会計における「⑤資金不足比率」を監査委員の審査

に付し、その意見を付けて議会に報告し、公表する必要があります。 

 

○ 健全化判断比率においては、４つの早期健全化基準値を１つでも超える場合、財政健全

化計画の策定が必要です。また、将来負担比率を除く３つの財政再生基準を１つでも超

える場合、財政再生計画の策定が必要です。資金不足比率においても、同様の対応が求

められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健  全 早 期 健 全 化 財 政 再 生 

・監査委員の審査に付し、 
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２ 健全化判断比率等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 各指標から見る本県の財政状況について 
○ 公債費の実質的な負担を示す「実質公債費比率」は、交付税措置のある有利な県債など

を活用してきたことから、良好な数値となっています。 

○ 負債、資産面などのストックに着目した新たな指標である「将来負担比率」についても、

交付税措置のある有利な県債などを活用してきたことや、財源調整の基金等の保有額が

多いことから良好な数値となっています。 

 

 

 

○ 本県では、実質的な公債費負担や将来的な財政負担の面から、早期健全化団体などに陥

ることは当面想定されませんが、地方交付税が大幅に削減された場合等に大きな影響を

受ける実質赤字比率及び連結実質赤字比率の動向には十分注意しながら、財政の健全性

の維持に努めてまいります。 

 

標準的な税収入の約２倍程度（１８５．９％）が将来負担比率として算出されていますが、

この数値は、本県が堅実で効率的な財政運営を行ってきたことを示しています。 

単年度収支の均衡、基金残高の確保の視点が重要です。 

早期健全化段階 財政再生段階

【財政の早期健全化・財政再生】
早期健全化基準 財政再生基準

○実質赤字比率 －％ ３．７５％ ５．００％

・ 一般会計等の実質赤字の
標準財政規模に対する割合

○連結実質赤字比率 －％ ８．７５％ １５．００％

・ 交通･港湾等の公営企業会計を
含む全会計を対象とした実質赤字
比率

○実質公債費比率 １４．２％ ２５．０％ ３５．０％

・ 公債費相当額に充当された一般
財源の標準財政規模に対する割合

○将来負担比率 １８５．９％ ４００．０％
・ 一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債の標準財政規模に対する
割合

【公営企業の経営健全化】
経営健全化基準

○資金不足比率 －％ ２０．０％
・ 公営企業毎の資金不足額の事業
規模に対する割合 （資金不足なし）

（赤字なし）

（赤字なし）

早期健全化基準

経営健全化基準

以上の指標なし



【健全化判断比率】 
項   目 23 年度 早期健全化

基準(%) 
財政再生 
基準(%) 説   明 

実 質 赤 字 比 率 
 
－ 

(△0.31) 
3.75 5.00 

 
一般会計等の実質赤字の標準財政規模に対する
割合 

 
（算式） 
    一般会計等の実質赤字額  
       標準財政規模 
 
※一般会計等の黒字額 1,200 百万円 

連結実質赤字比率 
 
－ 

(△3.36) 
8.75 15.00 

 
交通、港湾等の公営企業会計を含む全会計を 
対象とした実質赤字比率 

 
（算式） 
    全会計の実質赤字額  
     標準財政規模 
 
※各会計の黒字額 一般会計等      1,200 百万円 

交通事業会計      614 百万円 
港湾整備事業会計   6,836 百万円 
長崎魚市場特別会計   0.004 百万円 
流域下水道特別会計    638 百万円 
港湾施設整備特別会計 3,553 百万円 

実質公債費比率 14.2 25.0 35.0 

 
公債費相当額に充当された一般財源の標準財政
規模に対する割合 

 
（算式） 
地方債の元利償還金等 － 交付税算入額         

標準財政規模 － 交付税算入額 
 
の 3 ヵ年の平均値 

将 来 負 担 比 率 185.9 400.0 

  
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標
準財政規模に対する割合 

 
（算式） 
 将来負担額  － 充当可能財源等   
標準財政規模 － 算入公債費等の額 

 
※将来負担額：地方債現在高、退職手当負担見込額、債務負
担行為に基づく支出予定額、公社・第三セクターの負債額等
負担見込額等 

※実質赤字比率、連結実質赤字比率は黒字の場合、数値なしとなる。括弧内には実質的な黒字の比率を記載。 
 
【資金不足比率】 

項   目 23 年度 経営健全化
基準(%) 説   明 

資金不足比率 
交 通 事 業 会 計 
港湾整備事業会計 
長崎魚市場特別会計 
流域下水道特別会計 
港湾施設整備特別会計 

 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

20.0 

 
公営企業毎の資金不足額の事業規模に対する割合 

 
（算式） 
    資金の不足額  
    事業の規模 
 
※各会計の資金剰余額は、連結実質赤字比率の説明欄中、各会計の
黒字額と同額 

※資金の不足がない場合、数値なしとなる。 

×100 

×100 

×100 

×100 

×100 


